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監査委員の決算審査意見
　平成２４年度中頓別町各会計歳入歳出決算審査は、平成２５年６月２６日から８月２３日（中頓別町国民健康保険病院事業会計）、７月２５日から８月２３日（中頓別町一般会計等その他全会計）の日程で行われました。監査委員からの決算審査意見書の要旨をお知らせいたします。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
決算審査意見書の要旨
（１）中頓別町国民健康保険病院事業会計
　　２４年度の病院事業の決算状況は、損益計算書で見ると10,000千円の純利益となり、累積欠損金は前年度に比べ減少し、239,000千円となっている。

　　収益的収支の一般会計繰入額が前年度の239,984千円から本年度238,312千円と1,672千円減少している。純利益が前年度19,000千円、本年度10,000千円と9,000千円減少しているが、資産減耗費が前年度4,533千円、本年度21,619千円と17,086千円増加していることからすると実質赤字が9,758千円減少したことになる。

　　過疎化による患者数の減少、医師をはじめ看護師や医療技術者の採用の難しさから、経営改善を図るための医業利益を確保することは非常に困難を伴うが、住民が地域に住み続けるうえでなくてはならない医療機関であるという自覚を持ち、経営の効率化を図り、持続可能な病院経営に努力されたい。
　　なお、従来からの指摘事項であった固定資産台帳と貸借対照表上の数値の乖離（かいり）が本年度をもって解消された。今後とも正確な会計処理に努められたい。

	項　　　　目
	平成24年度
	平成23年度
	増減

	入院
	患者数
	延　数
	5,761人
	4,549人
	1,212人

	
	
	1日平均
	15.8人
	12.5人
	3.3人

	
	患者１人１日当り診療収入
	19,557円
	21,661円
	▲2,104円

	外来
	患者数
	延　数
	15,154人
	15,520人
	▲366人

	
	
	1日平均
	62.1人
	63.6人
	▲1.5人

	
	患者１人１日当り診療収入
	6,151円
	6,232円
	▲81円


　

（２）一般会計及び特別会計（国民健康保険病院事業会計を除く）
　　平成２２年度において、実質公債費比率21.7％（判断基準25.0以下）となり、早期健全化団体から脱却し、さらに平成23年度18.7％、平成24年度15.8％と財政健全化の努力が顕著に現れている。
しかし、財政力が脆弱な本町にとっては、歳入の６割を超える地方交付税が財政健全化法４指標の算定基礎となる標準財政規模（分母）に大きく影響し、国の経済情勢、本町の人口減少などから将来の交付額増に期待はできない。
平成２４年度末の公債借入残高（町債元金）は、58億1千7百万円（前年度末64億2千3百万円）とまだまだ重い負担であることから、さらなる行財政改革をすすめ、行財政基盤の強化を図ることが重要である。
審査の結果、前年度指摘事項に対する改善があったことは評価するが、下記について指摘事項が認められたので改善を図られたい。
　（指摘事項）

1 　町税、各種使用料等の収入未済額の解消について、本件については納税者、利用者に対する催促、督促、さらに差押え処分も行われており、職員の努力により改善が図られているものもあるが、病院会計を除く平成２４年度末の収入未済額は12,847千円に達している。
納税者、利用者に対して不公平感を与え、納税、納付意欲の低下を招くことがないよう、より一層収入未済額の減少に努めていただきたい。
②　指定管理施設「中頓別町農業体験交流施設」の運営について、農産物加工施設「もうもう」の利用者数は平成24年度2,512人（平成23年度1,128人）、農業体験施設「オガル」の利用者数は平成24年度2,795人（平成23年度929人）といずれも大幅に増加しており、各種イベントへのパン販売の参加、運営者の口コミなど経営努力が評価されるべきである。
　　しかし、広告宣伝費が予算額130,000円に対して決算額がゼロということから推察されるように、その利用が特定の団体、個人に限られているという感が否めない。

　　平成24年度定期監査でも指摘したように、町民の共有財産として広く町民に利用を呼びかける方法を指導すべきである。
③　介護保険事業特別会計の事務執行について、平成24年7月1日から平成25年3月31日における満65歳到達者（23名）に対する被保険者証の交付と介護保険料の賦課徴収業務（401,000円）が行われていなかったことが平成25年6月に判明した。事務処理としては、対象者に謝罪し、被保険者証を交付するとともに平成25年現年度分において賦課徴する取扱とし、関係職員の懲戒処分も行われている。
　　幸い、受けられるべきサービスが受けられなかった、金銭面での負担が生じたという不利益はなかったが、このことは介護保険制度の根幹に関わる重大な問題であるばかりでなく、賦課徴収業務全体への不信感を招きかねない。

　　実効性のある再発防止策の確立を強く求める。[image: image1.png]
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